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群馬大学東日本大震災に罹災した志願者に係る検定料の免除に関する 

特別措置要項 

 

                                                     平成 23.11. 2 制定 

                                               改正 平成 24.11.21 平成 25. 4.24 

       令和 6. 4. 1 

 

 （趣  旨） 

第１ この要項は、東日本大震災（以下「震災」という。）により罹災した学部、大学

院及び専攻科の入学、転学、編入学及び再入学試験の志願者（以下「志願者」とい

う。）への支援のため、検定料の免除の取扱いに関し、特別の措置を定める。 

 （検定料の免除） 

第２ 震災により罹災した志願者に係る検定料は、この要項に基づき免除する。 

 （検定料免除の対象） 

第３ 検定料免除の対象者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。 

（１）東日本大震災における災害救助法（昭和 22 年法律第 118 号）が適用されている地

域において罹災した志願者のうち、次のいずれかに該当する者 

  ア 志願者の学資を主として負担している者（以下「学資負担者」という。）の所

有する自宅家屋が全壊、大規模半壊、半壊又は流失した者 

  イ 学資負担者が死亡又は行方不明の者 

（２）学資負担者の居住地が、福島第一原子力発電所で発生した事故により、警戒区域、

計画的避難区域、帰還困難区域、居住制限区域及び避難指示解除準備区域に指定さ

れた者 

 （検定料免除の額） 

第４ 検定料免除の額は、検定料の全額とする。 

 （検定料免除の申請手続） 

第５ 検定料の免除を受けようとする者は、出願時に、別紙様式の検定料免除申請書を

学長に申請しなければならない。 

 （検定料免除の許可） 

第６ 検定料免除の許可は、学長が行う。 

 （検定料免除不許可の場合の検定料納入） 

第７ 検定料免除を不許可とされた者は、群馬大学が定める日までに検定料を納入しな

ければならない。 

  （検定料免除の取消） 

第８ 検定料の免除を受けた志願者について不正事実が判明した場合は、当該検定料の

免除を学長が取り消すものとする。 

２ 前項の規定により検定料の免除を取り消された者は、群馬大学が定める日までに検

定料を納入しなければならない。 

 （要項の改廃） 

第９ この要項の改廃は、役員会の議に基づき、学長が行う。 
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   附 則 

  この要項は、平成 23 年 11 月２日から施行し、平成 23 年４月１日から適用する。 

 

    附 則 

  この要項は、平成 24 年 11 月 21 日から施行し、平成 24 年４月１日から適用する。 

  

    附 則 

  この要項は、平成 25 年４月 24 日から施行し、平成 25 年４月１日から適用する。 

 

附 則 

この改正は、令和６年４月１日から施行する。 
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（別紙様式） 

 

検 定 料 免 除 申 請 書 

 

                                                      平成  年  月  日 

 

 

  群 馬 大 学 長 殿 

 

 

      本 人 氏 名 

      連  絡  先 

      本 人 住 所 

      保証人氏名 

      保証人住所 

 

 

  平成  年度 （試験名）                     試験の 

検定料の免除を、下記申請理由により関係書類を添えて申請いたします。 

 

記 

 

［申請理由：具体的に記載］ 

 

 

 

 

 

 

※関係書類は、以下の該当する書類（写し可）を提出すること。なお、複数該当する場

合は、一つの関係書類で可とする。 

① 学資負担者の所有する自宅家屋が全壊、大規模半壊、半壊 

 又は流失した場合・・・・・・・・・・・・・・・罹災・被災証明書等（市町村発行） 

② 学資負担者が死亡した場合・・・学資負担者の死亡が確認できる書類（市町村発行） 

③ 学資負担者が行方不明の場合・・・・・・・・・届出・未発見証明等（警察署発行） 

④ 学資負担者の居住地が、福島第一原子力発電所で発生した事故により、警戒区域、

計画的避難区域、帰還困難区域、居住制限区域及び避難指示解除準備区域に指定され

た場合・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・罹災・被災証明書等（市町村発

行） 

※④の証明書等は、平成 24 年４月以前に発行された旧証明書等でも差し支えありません。 

 

（備考） 

 検定料免除の申請は、試験ごとに行うこと。 


